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自宅勤務とH1B規定遵守

新型コロナウイルス（covid-19）の蔓延のために、社員の解雇、一時帰休、時間削減、或は自宅勤務を強いられ

ていた社員も、徐々に職場に戻る傾向がでてきています。しかしながら、職場の安全対策の不備、或は感染を極

力避けるために、依然として自宅勤務を推奨している雇用主も多く見受けられます。そこで、就労ビザ保持者の

勤務体系の変更についての注意点について説明します。

通常の就労ビザ保持者は、遂行する職務内容に多大な変更がない限りは、移民局に対して訂正申請をする必

要はありません。ただ、H1B就労ビザに関しては平均賃金順守の義務があるため、H1B社員の職務内容に変更

がなくても、勤務地が変わる前に移民局に訂正申請を行わなければならない場合があります。

【平均賃金の順守】　H1B 雇用主には平均賃金順守の義務があります。雇用主はH1B社員に対し、その地域内

で設定されている当該ポジションの平均賃金レベル、或は、同職社員に支払われている賃金のいずれかの高い

方を支払う義務があります。勤務地が複数ある場合は、各勤務地の平均賃金を個別に調べ、社員に支払う給与

額がそれぞれの勤務地の平均賃金を下回っていないことを確認しなければなりません。平均賃金は各地域毎に

設定されますが、一地域には通常複数の周辺カウンティーが含まれています。

【社内掲示】　雇用主はH1B社員のポジション、賃金、勤務場所、勤務期間などの情報を記載した社内掲示書を

社員の全ての勤務場所のそれぞれ２か所に１０営業日間掲示しなければなりません。これは、外国人を低い給

与額で雇うことによりアメリカ人の職を奪うのを阻止する目的です。従って、もしH1B社員の給与額や勤務内容に

違反があれば、社員は労働局に通報することができます。社内掲示がおわったら、掲示場所を明記し、署名した

ものをPublic Access Folder (PAF)に保管します。PAFには賃金や勤務地情報を保管します。第3社から希望が

あればいつでも閲覧できるように、H1B社員のPAFは全て一か所に保管しなけれなりません。

【労働条件申請書】　H1B書類を移民局に提出する前に、雇用主は労働局からLabor Condition Application 

(LCA)の承認を得なければなりません。LCAには勤務地、平均賃金、給与情報を記入し、上述の社内掲示の掲

示開始後に、LCAをオンラインで労働局に提出します。勤務地が複数ある場合は、各勤務地の平均賃金情報を

記載し、H1B社員に支払う実際の賃金額が各勤務地の平均賃金を下回っていないことを証明します。LCAが承

認されたら、H1B申請書類と一緒に移民局に提出します。LCAのcopyもPAFに保管します。
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【勤務地変更・追加】　一般に、H1B社員はLCAに記載された住所のみで働くことができます。記載
された住所以外の場所で勤務する場合は、移民局に訂正申請を提出する必要があるか、事前に検討し
なければなりません。

 社外での短期勤務。H1B社員は一年に合計３０日まで、LCAで申請した住所以外の場所で勤務す
ることができます。申請した場所以外での勤務が年間に３０日を超える場合は、その勤務先で社
内掲示をするか、或は移民局に訂正申請を提出する必要があるかを検討しなければなりません。

 自宅内掲示。自宅勤務に変更になった場合、自宅住所管轄のカウンティーが平均賃金の当該地域
に含まれていれば、移民局にH1Bの訂正申請を提出する必要はありません。その場合、自宅勤務
が始まる前に、自宅２か所に社内掲示書を１０営業日間掲示し、掲示が終わったら、掲示書に署
名をし、PAFに保管します。

 移民局への訂正申請。自宅勤務で自宅住所が平均賃金の当該地域に含まれていなければ、勤務地
が変更になる前に移民局にH1Bの訂正申請を提出する必要があります。その場合、新たに自宅住
所の平均賃金を調べ、自宅住所の平均賃金が支給給与額より下回っていないことを確認します。
自宅住所を書いた社内掲示書を自宅の勤務場所２か所に１０営業日間掲示し、掲示開始後にLCA
をオンラインで労働局に提出します。これが承認されたら、移民局にH1Bの訂正申請を提出しま
す。移民局への提出後、新しく追加した勤務地で勤務を始めることができます。承認を待つ必要
はありません。LCAと社内掲示はPAFに保管します。

従って、コロナ・ウイルスの影響で一年に３０日を超えて自宅勤務をする場合は、自宅の住所が平均
賃金で承認された地域に包括されているか確認し、自宅内で職務情報の掲示を行う義務があるのか、
或は移民局への訂正申請を提出する必要があるのか確認する必要があります。
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本ニュース記事に関する注意事項　DISCLAIMER)
本雇用・労働・移民法ニュース記事は弁護士として法律上または専門的なアドバイスの提供を意図したものではなく、一般的情報の提供を
目的とするものです。また、記載されている情報に関しては、できるだけ正確なものにする努力をしておりますが、正確さについての保証
はできません。しかも、法律や政府の方針は頻繁に変更するものであるため、実際の法律問題の処理に当っては、必ず専門の弁護士もしく
は専門家の意見を求めて下さい。テイラー・イングリッシュ・ドゥマ法律事務所および筆者はこの記事に含まれる情報を現実の問題に適用

することによって生じる結果や損失に関して何ら責任も負うことは出来ませんのであらかじめご承知おき下さい。
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